予算要求資料
平成30年度当初予算　　支出科目　款：民生費　　項：児童福祉費　　目：児童福祉諸費　　
	事業名　保育士・保育所支援センター事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　健康福祉部　子ども・女性局　子育て支援課　保育支援係　
電話番号：058-272-1111（内2635）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11236@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　27,143千円（前年度予算額：12,990千円）
＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	12,990
	4,972
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,018

	要求額
	27,143
	7,700
	0
	0
	0
	0
	37
	0
	19,406   

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
○平成２５年８月に開設した保育士・保育所支援センターに「保育士再就職支援コーディネーター」を配置。深刻な保育士不足を受け、保育所に勤務していない保育士（潜在保育士）の再就職支援や現役保育士の相談対応等を実施。
○就職マッチング業務や相談業務において、着実に実績を上げているものの、実績が年々伸び悩んでいることを踏まえ、保育士確保の強化及び現役保育士の環境改善のための相談業務の強化が求められている。
〇そこで、これまで委託事業として実施していた保育士・保育所支援センター業務を岐阜県の直営事業とし、保育士の人材確保及び保育士の離職防止・定着促進をさらに強化する。
［現在の設置状況］
　　・設置主体：岐阜県社会福祉協議会（県委託事業）

・設置場所：岐阜県福祉農業会館

［平成３０年度の設置概要］
　　・設置主体：岐阜県
　　・設置場所：ＯＫＢふれあい会館９Ｆ
（2） 事業内容
○保育士・保育所支援センター就職支援・相談員を４名配置し、潜在保育士の発掘を行い、求職者と雇用者双方のニーズ調整等による就労支援を実施する。
○【拡充】保育士指定養成施設の学生及び潜在保育士を対象にオンライン登　　　　　録を勧奨し、保育士有資格者の情報収集を行う。
○【拡充】保育士・保育所支援センターの知名度向上・利用促進のため、チラシの作成やＳＮＳによる情報提供などを実施する。
○【拡充】これまで、岐阜近郊のみで実施していた発達障がい児を担当する保育士の巡回指導を県内全域で実施する。
○【新規】キャリアアップ研修を受けるために必要な研修代替職員のあっせ　　　　　んを行うとともに、研修代替職員の雇用に係る経費を補助する。
　
（3） 県負担・補助率の考え方
国１／２　県１／２
（4） 類似事業の有無

　　　無

　　

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報酬
	12,790
	就職支援・相談員等報酬

	共済費
	2,102
	就職支援・相談員等共済費

	旅費
	4,075
	就職支援・相談員等出張旅費

	消耗品費
	300
	事務用品購入費

	役務費
	595
	郵便代・電話代及び潜在保育士研修参加の検査代

	保険料
	9
	潜在保育士研修参加者の保険料

	委託料
	4,890
	チラシ作成及び広告掲載費

	使用料
及び賃借料
	600
	潜在保育士研修会場の使用料

	補助金
	1,782
	キャリアアップ研修を受講するための代替職員の雇用に係る経費の助成

	合計
	27,143
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ
○平成２７年度施行の子ども・子育て支援新制度における県子ども・子育て支援事業支援計画（計画期間：平成２７年度～３１年度の５か年）において保育士確保のための措置を策定

（２）他県の状況

○全国４１都道府県で実施（平成２９年４月現在）
〇県直営の保育士・保育所支援センターを持つ都道府県
　　・北海道、広島県、岡山県
（３）事業主体及びその妥当性
○保育士の人材確保は単年度で解決することが難しく、また、市町村単位でなく、広域的に事業実施することが効果的であることから、県での事業継続が必要である。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
待機児童解消に向けて、県内の保育所で必要な保育士を確保し、適切な保育サービスが提供できる体制を整備する。　　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	支援センターへの相談件数
	0
（H24）
	791
（H26）
	770
（H27）
	622
（H28）
	1,000

（H30）
	62.0％


	潜在保育士の再就職マッチング数
	0
（H24）
	107
（H26）
	102
（H27）
	71
（H28）
	100
（H30）
	71.0％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　平成２５年８月に保育士・保育所支援センターを開設。市町村、保育所、保育関係団体、ハローワーク等各関係機関と連携を図りながら、潜在保育士向け就職相談、就職あっせん、職場見学会等を実施した。その他、現役保育士への相談支援等を実施。
　また、発達障がい児を担当する保育士に対する指導・助言を行うための専門の相談員を配置し、巡回指導を実施。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　前年度は、潜在保育士等からの相談件数は622件と、月平均51件程度の相談支援を実施。また、就職紹介件数84件に対しマッチング件数が71件と、紹介した約9割が就職に結びついている。
　今後は、ハローワーク等関係機関との連携を強化することで潜在保育士の発掘につなげ、また、さらなる事業所訪問等により、効果の高い就職マッチングを推進する。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)〇
	県内の多様な保育ニーズに対応するため、必要な保育士を確保し、保育サービスの充実を図る必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△
	県内において、今年度も待機児童は発生しており、保育士が不足しているという現状の中で、当該センターの就職あっせん件数は減少傾向にあり、十分な成果は得られていない。
安定した保育士の確保を実現するためには、更なるセンターの強化が必要である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	市町村、保育所、保育関係団体、ハローワーク等関係機関との連携や、広告の掲載によるセンターの周知を図ったこと等から、県内全域の求人情報が集約され効果的な就職あっせんにつながっている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
待機児童解消に向けて、必要となる保育士を確保するためには、潜在保育士に寄り添ったきめ細やかな就労支援を行う必要がある。
しかし、保育士には資格の登録制度がないことから、潜在保育士の実態が把握できず、就労支援が十分に行えていないため、保育士資格者の数を把握する必要がある。また、同趣旨から、保育士指定養成施設の新規卒業者の把握も必要である。

また、現役保育士からの専門性の高い相談内容に対して適切に対応し、就業継続支援により離職防止を図る必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

待機児童解消に向けて、安定した保育士確保のため、当該センターの認知度を向上させ、就職あっせん件数を増加させる必要がある。
また、現役保育士のために、発達障がい児を担当する保育士の巡回指導も強化し、保育士や保育所に寄り添った支援を行う。


